おおさき地域材需要拡大支援事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　市は，市産木材の需要の拡大による森林整備を推進し，地域産業の活性化及び地域環境保全を図るため，市産材を使用した住宅を新築する者に対し補助金を交付するものとし，その交付等に関しては，大崎市補助金等交付規則（平成１８年大崎市規則第６０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。
(１)　市産材　合法な手続を経て伐採された市産の原木を宮城県内で加工し，市内に本社のある木材会社で販売した木材製品（東日本大震災で半壊以上罹災した住宅を再建する場合にあっては合法的な手続を経て伐採された市産の原木を宮城県外のＪＡＳ認定工場で加工した集成材製品を含み，製材品及び集成材にあっては市産であることが証明できる製品であること。）をいう。
(２)　優良みやぎ材　みやぎ材利用センターが品質・規格，産地，合法性等の審査（認証検査）を行い，認証書（認証シ－ル）を発行した製品をいう。
(３)　住宅　人の居住の用に供する家屋をいう。
(４)　木造住宅　構造耐力上主要な部分が木造である住宅をいう。

(５)　新築　更地に住宅を建てること，又は既存の建築物を除去し，新たに住宅を建てることをいう。

(６)　一戸建　１つの建物が１住宅であるものをいう。

(７)　主要構造部材　土台，柱，梁，桁，間柱，筋交い，棟木，母屋，垂木，小屋梁，小屋束，大引，根太，及び筋交いや根太等の代替に使用する構造用合板（構造用を兼ねた下地用合板を含む。）など，建物の構造躯体を構成する木材をいう。
（交付の対象）
第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は，次の各号のいずれにも該当するものとする。
　(１)　市内に自ら居住するために別表第１に掲げる基準を満たす木造住宅を新築する者であること。

　(２)　市税に未納がない者であること。

　(３)　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）における建築確認済証の交付を受けている者であること。

　(４)　建設現場を見学会などの市産材ＰＲの場に提供し，市産材モニターとしてアンケートに協力できるものであること。
(５)　市産材及び市産材で優良みやぎ材の使用について，別に定める確認調査を受ける者であること。

(６)　国が実施する住宅の木材費補助を受けない者であること。

（補助金額）
第４条　補助金額は，別表第２に掲げるとおりとする。 ただし，算出した補助金の額に
１，０００円未満の端数があるときは，その額を切り捨てる。
（交付申請及び交付決定等）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，おおさき地域材需要拡大支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に別表第３に掲げる書類を添付し，市長に申請しなければならない。
２　市長は，前項の申請書が提出された場合は，その内容を審査し，適当と認めたときは，補助金の交付を決定するとともに，おおさき地域材需要拡大支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により，当該申請者に通知する。
（申請内容の変更等）
第６条　前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は，申請内容のうち，次の各号のいずれかに該当する場合は，おおさき地域材需要拡大支援事業補助金変更承認申請書（様式第３号）により，速やかに市長に申請し，承認を受けなければならない。
(１)　補助金交付決定額の増額
(２)　施工業者の変更
(３)　その他市長が必要と認めるもの
２　交付決定者は，補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，大崎市地域材需要拡大支援事業補助金中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を提出し，市長の承認を受けるものとする。

（実績報告）
第７条　交付決定者は，補助事業が完了したとき，又は補助事業の廃止の承認を受けたときは，おおさき地域材需要拡大支援事業補助金実績報告書（様式第５号）に，別表第４に掲げる書類を添付し，市長に報告しなければならない。

２　前項の実績報告書は，主要構造部材の施工完了若しくは補助事業の廃止の承認の日から３０日以内又は交付の決定のあった日の属する市の会計年度の翌年度の４月２０日のいずれか早い日までに提出しなければならない。
（額の確定及び補助金の交付）
第８条　市長は，前条の実績報告書が提出された場合において，その内容について審査し，適当と認めたときは，その額を確定するとともに，おおさき地域材需要拡大支援事業補助金額確定通知書（様式第６号）により補助事業者に通知し，速やかに補助事業者が指定する口座へ振り込むものとする。
（居住開始の届出）
第９条　交付決定者が当該住宅へ居住を始めたときは，速やかに居住開始届（様式第７号）により市長に届け出なければならない。

（書類等の整備）
第１０条　交付決定者は，補助事業にかかる書類等については，事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。
（補助金交付の取消し等）
第１１条　市長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは，交付決定を取り消し，又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることができる。

(１)　補助要件に適合しなくなったとき。

(２)　不正又は虚偽の申請により，補助金の交付決定を受けたとき。
(３)　規則又はこの要綱の規定に違反したとき。
　（その他）
第１２条　この要綱に定めるもののほか，補助金交付に関し必要な事項は，産業経済部長が定める。

　　　附　則

　　この要綱は，平成２７年４月１日から施行し，平成２６年度補正予算以後の年度の予算に係る補助金に適用する。
　　この要綱は，令和３年４月１日から施行する。
別表第１（第３条関係）
　　補助金の交付の対象となる住宅の基準
	住宅の種類
	  自ら居住用とするための，市内に新築の一戸建て木造住宅

	使用部材
	  市産材を主要構造部材に５０％以上，かつ，市産材で優良みやぎ材を４０％以上使用する住宅。ただし，東日本大震災により半壊以上罹災した住宅を再建する場合には，住宅再建の円滑化に配慮し，市産材を主要構造部材に５０％以上かつ８㎥以上使用する住宅。

	施工業者
	  市内に本社を有し，建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定に基づく建築工事業又は大工工事業の許可を受けている事業者が施工する住宅。ただし，東日本大震災により半壊以上罹災した住宅を再建する場合にあっては，住宅再建の円滑化に配慮し，県内に支社又は支店を有する事業者も対象に加える。

	施工期間
	  事業実施年度の３月３１日までに主要構造部材の施工が完了し，市産材及び市産材で優良みやぎ材の使用量並びに現地の確認が可能な住宅


別表第２（第４条関係）
　　補助金額
市産材及び市産材で優良みやぎ材の使用量に応じて，次の補助金額を乗じた金額の合計額を補助金の額とし，補助金の上限額を，市内に居住する住民が新築する場合は５０万円，市外に居住する住民が新築する場合は７５万円とする。ただし，市外に居住する住民が新築する場合で，大崎市住宅新築移住支援事業補助金交付要綱（平成２８年告示第７２号）又は大崎市三世代リフォーム支援事業補助金交付要綱（平成２８年告示第７５号）に基づく補助金が交付される場合には，５０万円を上限額とする。
	市内に居住する住民が市内に
居住するために新築する住宅
	市内に居住する住民で東日本
大震災で半壊以上罹災した住宅
	市外に居住する住民が市内に
居住するために新築する住宅
	市外に居住する住民で東日本
大震災で半壊以上罹災した住宅

	使用材積
	補助金額
	摘　要
	補助金額
	使用材積
	補助金額
	摘　要
	補助金額

	市産材１㎥当たり
	２８千円
	市産材を使用したことの証明等により産地が明らかな市産材を使用した場合
	新築住宅１棟当たり
一律５００千円
	市産材１㎥当たり
	４２千円
	市産材を使用したことの証明等により産地が明らかな市産材を使用した場合
	新築住宅１棟当たり
一律７５０千円

	市産材で優良みやぎ材１㎥当たり
	８千円
	主要構造部材に市産材で優良みやぎ材を使用した場合に上積みする。
	
	市産材で優良みやぎ材１㎥当たり
	１２千円
	主要構造部材に市産材で優良みやぎ材を使用した場合に上積みする。
	


別表第３（第５条関係）
　補助金交付申請書に添付する書類
１　罹災証明書の写し（東日本大震災で半壊以上罹災した場合）

２　住宅の位置図

３　建築基準法による建築確認済証の写し又は建築工事届の写し

４　住宅の平面図・矩計図

５　木びろい表（計画）（様式第８号）

６　施工業者の建設業法の許可証の写し

７　工事請負契約書の写し

８　補助金振込先口座の通帳等の写し

９　その他市長が必要と認める書類
別表第４（第７条関係）

　実績報告書に添付する書類
１　市産材及び市産材で優良みやぎ材を使用したことを証明する書類（市産材のうち製材品・集成材製品を使用した場合は「納品書」「産地証明書」「製品証明書」のいずれか，合板を使用した場合は「優良みやぎ材認証書」「出荷証明書」（産地の起債があるもの），優良みやぎ材のうち市産材を使用した場合は「みやぎ材利用センター」発行の書類）

２　木びろい表（実績）（様式第８号）

３　主要構造部材の施工中及び施工が完了した写真（主要構造部材が表しになっているもの）

４　その他市長が必要と認める書類
